
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カリフォルニア大学バークレー校・ゴールドマン公共政策大学院・環境政策センター長のデビ

ッド・ウーリー教授は、日本のカーボンニュートラルポート（CNP）に着目した政策研究に取り組

んでおられます。このたび、カリフォルニア州政府や米国連邦政府にも助言を与えるなど、米国

の港湾・エネルギー政策に精通するウーリー教授が横浜市の「横浜港港湾脱炭素化推進計画」に

関するレポートを発表されましたのでお知らせいたします。 

横浜市は、ウーリー教授による分析と提言を参考にしながら、引き続き、横浜港の国際プレゼ

ンス向上を図ると共に本市のグローバル都市戦略を推進します。 

 

１ 分析と提言（抜粋） 

  

①電力供給・送配電インフラの拡充計画が電化と並行

して進められなければ、脱炭素化の取組が長期にわ

たり停滞する可能性がある。 

 ②水素パイプラインの構想は極めて複雑で長期にわ

たる取組であるが、継続的な情報発信は有益な示唆

を与え得ると考えられる。 

 ③代替船舶燃料について、内航船舶の電化及び低・脱

炭素液体燃料のサプライチェーン構築における横

浜港の役割を詳述することが望ましい。 

 ④大気汚染や GHG の排出、影響評価等について港湾活

動による GHG 排出の全体像を把握するためには、港

湾区域を航行・通過する外航船舶や背後圏トラック

輸送の排出が対象に含まれていない可能性がある

ため地理的範囲の見直しが考えられる。 

 ⑤メタンは CO₂の約 86 倍の温室効果を持つため、計

画を更新する際には、メタン排出削減目標の設定も

検討することが望ましい。 

 

※詳細は右図の下のリンクからご覧ください。 

 

なお、本研究は米国サンフランシスコを拠点に活動する環境 NGO（非政府組織）であるパシフィ

ック・エンバイロメント（Pacific Environment）と連携して実施されました。 
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２ デビッド・ウーリー教授のコメント 

横浜港の脱炭素化の取組は世界的にも先駆的です。横浜市の包括的な脱炭素化計画は、幅広

い排出源に対応し、港湾活動をより広範な経済・エネルギーシステムと統合的に捉えており、

国内外の港湾の取組にとって実践的なモデルとなっています。港湾は海上輸送、産業、エネル

ギー、公衆衛生を結びつける重要な拠点であり、その意義は極めて大きいといえます。 

一方で、脱炭素化をさらに前進させるには、いくつかの分野で一層の

取組が求められます。具体的には、陸上電力供給の拡充と標準インフラ

化、電力需要の大幅な増加を見据えた計画策定および電力インフラの拡

充、低・脱炭素燃料のサプライチェーン構築への対応が挙げられます。 

これらの取組を進めることで、横浜港はそのリーダーシップをさらに

発揮し、世界の先進的取組の牽引役となることが期待されます。そして

政府機関、産業界、海外パートナーとの継続的な連携が、これらの目標

の達成に資するものと考えます。 

 

３ 横浜市港湾局 新保局長のコメント 

2023 年の面会以来、交流を続けてきたウーリー教授から私どもの計画へ温かくも鋭い提言を

いただき大変感謝しています。いただいた提言のうち、特に電力供給・送配電インフラの拡充

が脱炭素化計画の推進に必要となることは、港湾周辺のデータセンター等による新たな電力需

要といった不確実性が存在する中で重要な示唆だと受け止めています。 

本市はこれまで、令和６年に東京電力パワーグリッド株式会社、株式会社海上パワーグリッ

ド（株式会社パワーエックス子会社）と共に横浜市臨海部へのグリーン電力供給の検討を開始

し、令和７年にはさらに２社を加えて検討に取り組んでいるところですが、このたびのウーリ

ー教授からの提言を受けて、一層の検討が必要だと再認識しました。 

電力供給・送配電インフラの検討を進めることで、船舶への陸電供給・電気推進船の普及を

はじめ、横浜市臨海部における産業の一層の振興と脱炭素化の推進に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

お問合せ先 

政策調整課カーボンニュートラルポート担当課長  中村  Tel 045-671-7279 

横浜港におけるカーボンニュ

ートラルポート(CNP)の取組 

OXExpo（2026.11.25-26）への出展を募集中（資料請求はコチラから） 

 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/yokohamashi/yokohamako/kkihon/torikumi/cnp/top.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/yokohamashi/yokohamako/kkihon/torikumi/cnp/top.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/yokohamashi/yokohamako/kkihon/torikumi/cnp/top.html
https://oxexpo.jp/
https://oxexpo.jp/
https://oxexpo.jp/contact/

